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（70） 　四宮・前掲注（53）　74 頁、77 頁、131 頁、加藤・前掲注（57）　『財産法の体系と不
当利得法の構造』459 頁以下、同・前掲注（57）『事務管理　不当利得』154 頁以下、
磯村保「契約の無効・取消の清算―各論的考察」私法 48 号 47 頁（1986 年）、藤原正則
『不当利得法』137 頁以下、150 頁以下（信山社、2002 年）など。






































































































（75） 　民法（債権法）改正検討委員会編『債権法改正の基本方針』別冊 NBL126 号 148 頁（商
事法務、2009 年）、同編『詳解　債権法改正の基本方針Ⅱ　契約および債権一般（１）』








（76） 　商事法務編『民法（債権関係）部会資料集 第１集＜第１巻 >　第１回～第６回会議
 議事録と部会資料』495 頁以下（商事法務、2011 年）、民事法研究会編集部『民法（債
権関係）の改正に関する検討事項』52 頁以下（民事法研究会、2011 年）。

















































事法務、2011 年）、商事法務編『民法（債権関係）部会資料集 第２集 <第３巻（上）
>　第 35 回会議　議事録と部会資料』438 頁（商事法務、2013 年）。
（80） 　商事法務編・前掲注（79）『民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理の補
足説明』47 頁以下。



















































（82） 　商事法務編『民法（債権関係）部会資料集　第２集〈第 10 巻〉第 64 回～第 67 回会
議 議事録と部会資料』267 頁以下（商事法務，2015）。
































































































































































































































ことになり、平成 27 年３月 31 日の第 189 回国会に提出された「民法の一部
を改正する法律案」までに復活することはなかった（86）。
　また、「契約の解除の効果（民法第 545 条第２項関係）」においては、果実
に関する規定は存続し、「民法の一部を改正する法律案」では、つぎのような
規定の内容となっている。
「第五百四十五条中第三項を第四項とし、第二項の次に次の一項を加える。
３　第一項本文の場合において、金銭以外の物を返還するときは、その受領
の時以後に生じた果実をも返還しなければならない。」
第３款　小括
　“時間の経過による価値減耗が著しい物”の場合，物の価値減耗と「使用利益」
の関係をどのように整理するかという問題は、昭和 51 年判決（第３章第１節
（５）判決）が出されてから、若干の議論はあったものの（87）、それ以降は、長
（86） 　その理由は、同会議にて配布された「民法（債権関係）部会資料　79 －３　民法（債
権関係）の改正に関する要綱仮案の原案（その１）　補充説明」において、つぎのよう
に説明されている。
　「（説明）
　・・・民法第 545 条の契約の解除の場合と異なり、無効及び取消しの場合には、そ
の無効や取消しの原因に様々なものがあり、金銭や物の受領時からの利息や果実の返
還を義務づけるのが必ずしも適当でない場合（例えば強迫を受けたことを原因として
自己の意思表示を取り消した者が強迫をした者に対して原状回復をすべき場合等）も
あり得ることから、一律に上記の返還義務を課すのは相当でない旨の指摘がある。部
会においても同様の指摘があり、コンセンサスを形成することは困難であるため、上
記の規律はいずれも明文化を見送ることとした。」
（87） 　第３章第２節第２款を参照。
301 － 不当利得法における「使用利益」の範囲（４）（油納）
－ 20 －
きにわたって議論されてこなかった。同判決から約 30 年以上が経過したとこ
ろで、民法（債権関係）の改正審議が開始され、再度、この問題の存在が浮
き彫りにされたが、議論の進展はなく、今後の解釈論に委ねられるにとどまっ
ている。
第５節　小括
　以上からすると、我が国における判決は一貫しておらず、これは、「使用利
益」の範囲が未確定であるからと評価できる。また、学説は見解を異にし、
各説にはそれぞれ問題点も見受けられ、民法（債権関係）の改正審議におい
ても、特にみるべき議論の進展はなかった。
　そこで、次章においては、我が国の不当利得法がドイツ法の影響を受け発
展してきたことから、ドイツ法の問題状況を検討し、我が国における議論の
参考にしたい。
